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全医労資料「2004年４月～2015年３月までの前進点」
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院内保育所2015年３月の団体交渉で前進した内容
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　2004年４月の独立行政法人以降後、全医労本部とピジョンは、主に年２回（春・秋）の団体交渉を重ねてきています。以下はこの間の交渉で勝ち取ってきた主な成果です。

各地方協の団体交渉でも前進させてきています。
労働協約は組合員に適用される会社と労働組合の取り決めで就業規則より強い力をもちます
○雇用契約を自動更新し、雇い止めをしない
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　園が閉鎖されるなどの特別の事情がない限り、雇い止めを行わないという協約を結んでおり、組合員の雇用を守ってきました。また、06年度からは、パートの雇用契約期間を３ヵ月から６ヵ月に延長させました。

○基本給・時給・賞与の引き上げ
基本給、時給及び賞与の引き上げは、全医労との団体交渉で決まります。




○定年退職勤続慰労金支給制度新設
　ピジョンに長年働き、定年退職を迎える社員に感謝と慰労を行うことを目的に一時金が支給されます。制度は2014年４月１日開始ですが、移行措置とし2014年３月31日付け退職者にも一時金が支給されました。

○各種手当の新設および増額
　交渉で諸手当を新設・増額させています。

○労働組合との協議なしに不利益変更しない

　2005年度、委託料削減等を背景に、会社が過員と判断した園についてパート・アルバイトの時間短縮（＝賃金の減少）が提案されましたが、労働組合と協議せずに個々の労働者に不利益変更を提示するのは不当労働行為だとしてストップさせ、団体交渉を重ね、基本的に白紙撤回させました。
○パートの常勤化
　パートの常勤化に関する協約を結び、８時間労働の実態、常勤配置の必要性を会社と病

院に訴え、常勤化を実現してきました。

○不払い残業一掃

　全医労は、職員の過半数を組織する労働組合として、超過勤務や休日出勤に関する労使協定（36協定）を締結しています。休憩時間がとれなかった場合に割増賃金で清算するルールについても協約を結んでいます。

　過半数組織の保育所では、全医労本部とピジョンで36協定が結ばれ、職員の健康に配慮した時間数となっています。過半数以下の保育所では、独自で36協定を結ぶことになり特別条項付き協定として限度時間を超える時間を延長時間として結んでいます。

○時間年休

　契約社員の時間年休（時間単位休暇制度）が制度化されました。


○代休について

代休の取得について、休日出勤日の代休日の取り扱いについて労使協約を結んでいます。
○社外研修


○子どもの看護休暇、出産祝い

　子育て支援策の一環として、子どもの看護休暇の制度化、出産祝い等の支給を実現しました。

· 育児のための勤務、育児休業

育児のために勤務時間を限定（短縮）して勤務ができるようになりました。育児休業（休職）についても対象が拡大されています。
○各種休暇制度

＊パートの結婚休暇について、現行５日のうち３日が有給化されました。（2011.12.11）
＊パートの忌引き休暇について、現行５日のうち２日が有給化されました。（2012.3.20）
＊忌引き休暇の取得は、事由発生日から５日以内が６日以内に変更されました。（2012.12.15）

＊年次有給休暇の残日数の活用として、2013年４月１日より契約社員に40日を上限に積立休暇制度が導入されました。（2012.12.15）
○再雇用制度

　定年退職後の再雇用制度について、全医労は会社と労使協定を結んでいます。健康上の問題等がなければ、本人が希望すれば定年後も年金支給開始年齢まで働くことができます。（2006.3.25）

園長およびクラス担任をしている契約社員（保育士）は60歳となった年の年度末まで契約社員として雇用が継続されることになりました。（2009.3.21）契約社員全員が年度末まで雇用が継続されることになりました。（2011.12.11）
再雇用者の契約期間更新が現行の３ヵ月からパート・アルバイト社員と同様に６ヵ月に変更されます。（2014.12.13）
　インフルエンザワクチン接種の補助ついて

インフルエンザの予防接種の費用補助を40歳未満にも拡大しました。（季節性インフルエンザは1,000円補助）また、2009年12月の交渉での追及により、2010年４月より、新型インフルエンザの補助金1,500円を勝ち取りました。


○アルバイトの健康診断について
アルバイトの健康診断について、本人に不利益が生じないように配慮がされています。実際に運用できるよう、再度確認しました。（2009.12.13）

○駐車料金について

個人負担が月額2,000円以上に限り、その額を超えた部分に対して50％の補助を勝ち取っています。なお、個人負担額が月額5,000円を超える場合は別途協議することとなっています。（2009.3.21）
○被服の貸与について
仕事上、作業するとき何らかの被服貸与は必要です。食事面での衛生面を考え、被服として2009年、2011年、2015年とエプロンが貸与されています。（2009.3.21）（2010.3.20）（2013.3.22）
以　上
◎　契約社員 基本給区分別の昇給を実施 平均月額1,500円増額


◎　保育士手当 1,800円増額で3,000円に改定


◎　パート社員およびアルバイト社員 時給10円増額


◎　夜勤手当 １回当たり1,700円から2,000円に増額


◎　結婚祝儀金（10,000円）の支給をアルバイト社員も含め全社員に


◎　エプロン １人当たり２枚貸与する


（2015.3.22団体交渉合意事項より）





2004年独法後団体交渉で前進した主な内容





「特段の事情のない限り、パート、アルバイトを含め、雇用契約を自動更新し、雇い止めを行わない」（2004.5.15、2006.12.10、2009.12.13）


「私傷病による欠勤が一定期間を超える場合にあっても、労働組合との協議なしに一方的に雇い止めを行わない」（2006.2.19）





【基本給・時給】


�
契約社員（月）�
パート・　　　　　　　アルバイト（時給）�
�
2005年度�
一律800円�
10～20円�
�
2006年度�
800～850円�
15円�
�
2007年度�
820～2,400円�
15～20円�
�
2008年度�
1,000～2,550円�
10円�
�
2009年度�
600～1,700円�
15～20円�
�
2010年度�
一律1,050円�
15円�
�
2011年度�
一律1,100円�
10円�
�
2012年度�
平均900円�
5円�
�
2013年度�
平均1,200円�
5円�
�
2014年度�
平均2,535円�
10円�
�
2015年度�
平均1,500円�
10円�
�
合　計�
これまでに月12,305円～16,585円の賃上げをさせてきました。�
これまでに時給で　120円～140円の賃上げをさせてきました。�
�






【園長の賃金】


「現行基本給153,700円から184,970円の園長については、月額2,500円から20,000円に改定し、現行の賃金テーブルに加える」（2012.3.20）





【賞与・寸志】


契約社員：夏季１ヵ月分　冬季1.1ヵ月分（2008.3.20引き上げ）


　　　　　　 算定期間：夏季/前年10/1～当年3/31・冬季/当年4/1～当年9/30


　　　　　　　　　　　　　　　　※現行より2.5ヵ月分繰り上げ（2007.6.11）


　　　　　　 期間按分による支給：夏季/前年10/16～12/1入社


冬季/当年4/16～6/1入社 ※支給期間の変更（2007.6.11）


　　　　　　 支給の対象外：夏季/当年5/1以降に入社・冬季/当年11/1以降に入社


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※支給期間の変更（2007.6.11）


＊寸志　


算定期間に満たない職員に対し夏季及び冬季に8,000円（2008.3.20引上げ）


　　　　　　寸志の支給：夏季/前年12/16～4/16入社、冬季/当年6/16～10/16入社（2007.6.11）


パート ： 契約社員と同様（2007.6.11、2008.3.20）


アルバイト ： 無し





対象者：定年到達月に契約社員の雇用身分を有し、当該年度内に勤続年数が満10年を迎える者


支給金額：10万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2014.3.26新設）





扶養手当： 22歳以下の同居の子を扶養する世帯主の契約社員およびパート職員


　　　　　　　 第１子　5,000円、第２子以降3,000円（2007.3.21パートにも拡大）


寒冷地手当： 人事院勧告に該当する地域にある保育所に勤務する世帯主の契約社員


　　　　　　 　月額　7,000円　支給期間11～３月　


（2008.3.20引上げ、2012.3.20引上げ）


夜勤手当： １回2,000円（２時間以上勤務）（2007.3.21新設、2010.3.20引上げ、2012.3.20引上げ、2015.3.22引上げ）


保育士手当： 月額3,000円（2009.3.21新設、2011.3.27引上げ、


2013.3.24引上げ、2015.3.22引上げ）


食育業務手当： 栄養士　月額800円、調理師　月額500円　（2011.3.27新設）


園長手当： 月額　22,000円　（2010.3.20引上げ）





「労働組合との協議なしに、一方的に労働条件の不利益変更を行わない」（2005.8.28）


「特段の事情がない限り、本人の意向に反して、契約社員からパート・アルバイト、


パートからアルバイトへの雇用形態の切り下げを伴う不利益変更を行わない」（2005.8.28）





＊「①有資格者であること、②育休代替など期間限定でないこと、③恒常的に８時間勤


　務を必要とすること、④本人の意思があることを満たす場合に、所属所長と協議の上、常勤の契約社員とする。「恒常的」「契約社員化」に関しては、更新毎に確認を行うが、最長でも２回目(※)の更新の際に、引き続き８時間勤務が必要と判断された場合には、常勤の契約社員とする」（2005.3.25）


※パートの契約期間が３ヵ月から６ヵ月に延長されたことに伴い４回から２回に改定


＊「パート職員の契約社員化については、2005年３月25日付合意事項を遵守する」「契約社員化にあたっては、賃金・労働条件について丁寧な説明を行っていく」（2012.3.20、2013.3.24）


＊「調理業務について、契約社員としての業務量があると判断した場合は、契約社員に雇用形態を変更する」（2012.12.15、2013.12.07）


＊「契約社員化にあたっては、賃金・労働条件について丁寧な説明を行っていく」（2014.3.21）











「不払い残業の根絶に努める」（2004.5.15）


「①緊急事態の場合は、休憩できなかった時間について、事後処理で賃金精算する。②


保護者の迎えが予定外に遅くなった場合は、休憩が取れなかった時間について、事後処


理で賃金精算する。③あらかじめ予想される業務を休憩時間に行う場合は、園長を通じ


てSVに了解を得る。その上で、休憩が取れなかった時間について、事後処理で賃金精算する」（2004.11.14）





「契約社員の時間単位休暇制度を2011年度より制度化する。時間の上限は、当面2011年度について８時間とする」（2010.12.19新設）





｢月内に代休を取得（取得が厳しい場合は翌月）するものとする。取得が困難な場合は実態に即した対応をはかる｣（2007.3.21）（2009.12.13）


｢土・日及び祝日勤務の代休取得については、有給か代休かを個人が選択できるようにする｣（2010.12.19新設）※2011年４月～





「会社が主催する研修以外についても、会社が認めた研修については、勤務扱いとし、交通費・参加費は会社負担とする」（2004.5.15）


「会社主催以外の研修の実施について、規定の周知を図り、全園での研修実施に努める」


「年間研修費予算は、①一園上限20,000円　②交通費１回3,000円（往復）③県内での


研修を目安とするが、規定外の研修も個別に対応する」（2006.12.10）





子どもの看護休暇：　年間５日（2009.3.21有給化）


２人目以降はプラス５日（この５日も有給に）（2013.12.07）


出産祝い（ギフトセット）：　パート・アルバイト含む本人の出産　


育児支援割引券：　ベビーシッター利用時の割引券（1,500円相当）


結婚祝儀金：　2015年４月より全社員（契約社員およびパート・アルバイト社員）に対し結婚祝儀金10,000円を支給（2014.12.13新設）（2015.3.22全社員に対象者拡大）





育児のための短時間勤務：対象者/３歳に満たない子を養育し、勤続１年以上の職員（契約する所定労働時間が６時間を超える職員）


　　　　　　　　　　　　期　間/子が３歳になる月の勤怠締切日まで


育児休業（休職）： 対象者/満１歳までの子どもがいる、勤続１年以上の職員


　　　　　　　　　期　間/産後８週間以後から１歳に達する直後の勤怠締切日まで





40歳未満のインフルエンザの予防接種については、現在の40歳以上への費用補助と同様に次年度から実施していく。（2008.12.14）





＊アルバイトの健康診断については、会社の負担と責任で実施する。


＊自治体健診を利用するにあたっては、会社が交通費と健康診断費用5,000円の援助を行う。


＊以下の場合は、本人が公的資料（自治体の案内・通知など）を添えて事前に申告することにより、本人に不利益のないよう個別に対応する。（2005.8.28）


　①自治体の健康診断項目が労働安全衛生法に定める項目に満たない場合


　②負担額が（必要な交通費も含め）5,000円を超える場合


　③健診時間が勤務時間にあたるなど受診が困難な場合


＊健康診断時のお知らせの時に、アルバイトの方にも知らせていく。（2009.12.13）
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